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研究成果の概要（和文）：本研究では、被ばく者に対する現地調査を、米国、ハワイ、マーシャル諸島で3度行
った。また、米国側の資料としては、米国公文書館、ヒューストンメディカルセンターにて医師による現地調査
にかかわる資料を収集できた。7回の国内外を含む学会発表を行った。マーシャル諸島の核実験被害認識に関す
るものと、核開発に関するものの、2つの論文を発表した。米国の加害認識については論文にすることはできな
かった。

研究成果の概要（英文）：In this study, three field surveys of persons exposed to radiation were 
conducted in mainland USA, Hawaii, and the Marshall Islands. Furthermore, research records 
concerning damage caused by radiation among American scientist and medical doctors was collected 
from the US Archives and the Houston Medical Center. Seven oral presentations were made at both 
domestic and international conferences. Two papers have been published, one detailing the 
recognition of nuclear test damage on the Marshall Islands, the other concerning the impacts 
surrounding the development of nuclear weapons. The paper concerning the recognition of damage by 
the United States has not yet been completed.

研究分野： 文化人類学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
放射線影響の研究は、国際社会における人権概念の高まりから、その違法性が現代国際社会で問題視されはじ
め、そうした視点から研究が行われているが、こうした研究は問題を硬直化させてしまうことにもつながる。し
かし、権力格差ではなく理解に着目し、賠償交渉に表れる文化や論理の違いを考察するこの研究は、核実験賠償
問題の解決の行き詰まりを打破し、放射能被害の和解へとつながる可能性がある。
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１．研究開始当初の背景 
これまでの研究では、米国の核実験の被害を受け避難生活を続けているマーシャル諸島共和

国ロンゲラップコミュニティを対象として、被ばく後の地域再生に果たす生活実践の役割を考
察した。その結果拡散居住を続けるロンゲラップコミュニティ全体の活性化が起こっているこ
とがわかった。ただし、人々が希望する「故郷と避難地を行き来する生活」は実現できておらず、
賠償交渉は行き詰まっていた。 
その理由として、マーシャル諸島と米国の間に横たわる権力差を背景として、米国が賠償を避

けてきたという議論がある。放射線影響に関する人類学的議論はこうした権力差を背景にした
ものが多い。 
しかし、「文化的差異」という視点からの具体的な研究は十分になされてきたとは言えない。

また、申請者による 2015 年度の学会発表における討論から、資金・制度的枠組み・学術組織な
ども米国の賠償文化を形成しているという知見を得た。以上のことから、賠償交渉の行き詰まり
を深く理解するには、米国とマーシャル諸島の賠償の文化の相違、そしてそれぞれの賠償文化を
支える文化・社会的背景も分析する必要がある。 
 
２．研究の目的 
これまで権力格差の影で看過されてきた賠償の文化が異なる社会間での賠償のあり方はほと

んど研究されてこなかった。本研究は、米国からマーシャル諸島にもたらされる「再定住計画基
金」と「疾病補償」の交渉における、文化的・社会的背景や論理をあぶり出し、その絡み合いを
考察する。 
 
 
３．研究の方法 
 
論理や価値観がどのように伝わり、解釈されていくのかについて、放射線影響を受けた側であ

るマーシャル諸島ロンゲラップコミュニティと、放射線影響を生み出した側であるアメリカ政
府の双方の視点で調査を進める。これまで申請者は、ロンゲラップコミュニティの人々の語りを
アメリカ公文書で裏付けてきたが、人々の語りの伝播や理解の過程には着目してこなかった。ま
た、申請者の前回の科研費による調査によって、マーシャル諸島関連の資料が保管されている米
国各地の研究所で、研究者が継続して研究を行っていることも分かった。この研究では、申請者
がまだ調査できていない、人々の希望が伝わり理解される過程を次の３項目にグループ分けし、
総合的に明らかにする。 
 
(1)マーシャル諸島ロンゲラップコミュニティの生活調査 
①避難島悉皆調査、②保存食「タコノキ羊羹」の製造の広がり③故郷に対する認識 

(2)米国賠償文化に関する調査 
④ロンゲラップの放射線影響にかかわっている科学者、および米国議会資料収集⓹科学論文、
議会議事録・担当者メモランダムの収集 

 
４．研究成果 
では、米国にある核実験被ばく者関連の資料、とりわけ、信託統治領行政官、国連視察団、科

学者らなどと現地住民の会合記録の収集を目指していたが、若干のテープ起こし原稿は発見し
たものの、残念ながら予想していたほどの資料は収集できなかった。その代り、放射線影響に関
する生調査テータや医師の残した資料に当たることができた。当初目的としていた資料とは異
なるが一次資料としては貴重なものである。科学・医学の進歩と被害の関係の重要性に気づいた。 
また、マーシャル諸島被ばくコミュニティ調査においては、天候、現地社会の燃料不足、ミサ

イル実験による航行禁止、ロストバゲージなど、悪条件がたびたび重なり、ほとんど満足な調査
ができなかった。しかし、人びとが日常的に語る「被害の言葉」とマーシャル諸島の核実験被害
交渉担当者が米国担当者に語る言葉には乖離が見られることが明らかになった。 
科学者・医師は、過去の被害についての認識を得るよりも、被害を未来に生かす視点を持って

いることが明らかになった。 
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